 (
記入例
)◎◎年◎◎月◎◎日
　国立大学法人北海道大学
　　大学院○○研究院長　殿


民間機関等の
	住所　○○県○○市○○丁目○－○
	名称　■■株式会社
	代表者　△△　△△　　印



産業創出講座等の設置申込について



国立大学法人北海道大学産業創出講座等規程（平成26年海大達第74号）に基づき、別紙のとおり産業創出講座等の設置を申し込みます。
2018.6


 (
Labo
r
at
o
ry of
～〇〇
、
Department of
～
〇〇
、
Division of
～〇〇　
等
※
詳しくは
設置部局の事務担当者にご確認ください。
)別紙

[bookmark: _GoBack] (
本
研究経費
を使用し
、
本学で雇用する特任教員
等
は
「北海道大学」欄に記載
を
してください。
（
※
民間機関等からの
在籍出向者を除く）
また、民間機関等の
研究担当者が本学の身分を有する
（予定含む）
場合は
、
「本研究における役割
（北海道大学
における
身分
）
」
欄にその旨を記載願います。※該当
しない
研究担当者については
記載不要
です
。
)　１　産業創出講座等の概要
	産業創出講座等名称（*1）
	○○○○○○講座・分野・部門
（英語名称：　　○○○○　○○○○　　　　　　）

	産業創出講座等設置目的及び課題名
	設置目的：
北海道大学に産業創出講座等の設置を希望する目的（理由）を簡単に記載してください。
課 題 名：
○○○のための■■の研究　等

	設置期間
	■■年■■月■■日から■■年■■月■■日まで

	設置部局名
	大学院○○研究院

	設置場所
	■■■棟 ■■階 ■■室

	研究担当者
	北海道大学
	氏名
	所属・職名
	本研究における役割
（備考）

	
	
	◎◎　◎◎※


○○　○○


	大学院○○研究院・教授

大学院○○研究院・特任教授
	研究統括


●●の分析



	
	
	・研究代表者は、氏名の後ろに※印を付すこと。

	
	民間機関等
	氏名
	所属・職名
	本研究における役割
（北海道大学における身分）

	
	
	■■　■■



△△　△△


▲▲　▲▲

	■■株式会社技術統括部長


同上・主任研究員

同上・技術員
	●●の分析（大学院○○研究院・特任教授 ※在籍出向）


●●の分析（大学院○○研究院・招へい教員）

●●の分析（民間等共同研究員）


	
	
	※民間機関等から「北海道大学において特任教員又は招へい教員の身分を有する者（予定含む）」を１名以上派遣してください。
※民間等共同研究員の受け入れには別途研究料を徴収します。（*2）

	その他参考となる事項
	特になし

	民間機関等の主な事業内容
	○○に関する研究・製造・販売　等

	民間機関等の
事務連絡先
	機関名
	■■株式会社

	
	住所
	〒XXX-XXXX ○○県○○市○○丁目○－○

	
	担当課・係名等
	総務部

	
	担当者氏名
	※※　※※

	
	電話番号
	XX-XXXX-XXX

	
	メールアドレス
	xxxx.xxxx@xxxxx.xx.xx



２　共同研究に要する経費等
(1)　民間機関等が負担する経費等の額
	年度
	直接経費
	産学連携推進経費（*3）
	研究料（*2）
	合　　　計

	■■■■年度
	10,000,000円
	1,000,000円
	432,000円
	11,432,000円

	■■■■年度
	10,000,000円
	1,000,000円
	432,000円
	11,432,000円

	合計
	20,000,000円
	2,000,000円
	864,000円
	22,864,000円


 (
区分は例示です
。
必要に応じて
項目・
行を追加
・削除
してください。
)
  (2)　上記直接経費の額の積算内訳
	区分
	内訳
	数量
	金額
	備　考

	人　　件　　費
　  特任教員

　　博士研究員

　　事務補佐員

賃　　　　　料

その他
	
■■　■■（雇用期間■■年■■月■■日～■■年■■月■■日）



■■■棟■■室賃料（****円／月額）
旅費・消耗品費　他
	
1名分（**ヵ月）




**ヵ月分
	
**********円





**********円

**********円
	

	合　　　　　計
	
	
	20,000,000円
	



(3)　民間機関等が提供する設備
	名　　　　称
	型式・仕様
	数　　　　量

	■■機器
	◎◎-◎◎
	1式



注）
　　*1　産業創出講座等の名称・民間機関等名・設置期間は北海道大学が発行する各種広報誌等に
　　　　掲載される場合がありますので、名称等の非公開を希望される場合は事前にご相談ください。
　　*2　民間等共同研究員とは、共同研究のために在職のまま本学に派遣される民間機関等の研究担当者をいいます。民間等共同研究員の受け入れには原則、研究料が必要となります。
　　　　また、民間等共同研究員については研究歴等を記載した履歴書を添付してください。
[bookmark: _Hlk494800919] (
様式は任意です。
) (
特任教員又は招へい教員として本学が受け入れる方については，研究料はかかりません。
)　　*3　産学連携推進経費の額は、直接経費の10％に相当する額となります。
